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環 境 効 率 と 環 境 資 源 管 理 制 度

藤 堂 史 明

完夕 論 説 匂宍

要 旨 :

日本の 環境政策は ,
直接規制政策の 効果的実践 と産業側の 自主規制が効果を もた ら した好例

として評価されて きた ｡ し か し
,
近年

,
直接規制政策と自主規制の 限界が明らか になり つ つ あ

る ｡ 日本 の環境政策は従来, 相対的な汚染濃度を評価指標 とし, 経済活動水準に比した汚染排

出量を低下させ る べ く実施されて きたが ,
経済全体 にお ける汚染総量の 制御に失敗して い る こ

とが明らか にな っ てきたためで ある ｡ 汚染総量の 制御における経済活動の 総量の 重要性 と技術

進歩によ る効果の 限界は ｢ 逆環境効率｣ に関する簡単な考察によ り明らかで あ る｡ こ の 示唆を,

日本にお ける交通部門の現状により分析する ｡ 最後 に
,
環境政策の 実施手段及び原則を環境資

源管理制度の 観点より評価 し, 物質的な持続可能性の条件との整合性を検討する ｡
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1
. 序 論

こ の論文で は
,
日本 の 環境政策 の現状とそ の 問題点を探る こ とを辛が か りに, 環境政策の評

価指標 とし て ｢ 効率性｣ 概念を用い る こ とは果たして有効か ,
また, ｢ 環境効率｣ に関する議論

にお ける混乱点は何か に つ いて 明らか に し, 望 ま し い環境資源の管理制度の 備える べ き特質を

検討する ｡

日本 の 環境政策は
,
直接規制政策の効果的実践の 好例 として評価 され てきた ｡

ま た
,
直接規

制政策は
,
被規制産業の 自主努力と汚染防除技術の 水準に合わせ て実施され

,
産業に と っ て の

費用最小化の役割 も担 っ てきた ｡ しか し
, 近年, 直接規制政策と自主規制の 限界が 明らか にな

り つ つ ある ｡

2 節 で示すよう に
,
大気汚染状況に関しては硫黄酸化物等, 顕著な改善を示して い る例が あ

る 一

方 で
,
窒素酸化物や 浮遊微粒子 (S P M ) にお ける汚染改善の停滞な ど

,
直接規制政策の限

界が露呈 して い る ｡ と り わけ
,
二 酸化炭素排出に関する状況は

,
交通 ･ 運輸部門にお い て着実

な悪化が見られ
,
抑制 の ため の施策は功 を奏して い な い ｡ 単 に汚染の 拡大に とどまらず

,
交通

部門にお ける自動車交通の 拡大は ,
と り わけ地方中小都市にお ける公共交通の 深刻な衰退を引

き起こ し
, 社会的権利と して の交通権を脅か して い る ｡ 交通部門における活動及び汚染排出は

社会的イ ンフ ラ ス トラクチ ャ
ー

の 長期的な整備状況, 都市構造の変動 にも依存してお り
,
短期

的な改善の 見込みは
,
ほぼ失われ て い る ｡

こ の よ うな状況は
, 相対的な汚染濃度を評価指標 とし, 経済活動水準に比した汚染排出量を

低下させ る べ く実施 され てきた従来の 日本の 環境政策の 必然的結果と も い える｡

3 節で は こ の ような経済全体にお ける汚染総量制御の 失敗の 原因を ｢ 逆環境効率｣ を用 い て

分析する｡ 経済活動の 総量の 重要性 と技術進歩によ る効果の 限界は ｢逆環境効率｣ を用 い た簡

単な分析の考察により明らかである｡

4 節で は
,
3 節で得られた示唆を, 日本 にお ける交通部門の 現状に適用 して 分析する｡ ま た ,

5 節 で は持続可能な交通 ( E S T ) に つ い て概観 し, 日本 の事例分析に当て はめる ｡

最後 に, 6 節で環境税 を含む環境政策の実施手段及び原則を環境資源管理制度の 観点より評

価 し, 自然 の 循環による エ ントロピ
ー

廃棄シス テム と して の地球環境における
,
人間の 経済活

動の物質的な持続可能性の 条件 との整合性を検討する ｡

2 . 日本における大気汚染の現状 の いく つ かの 側面

日本の 環境政策は環境基準
,
排出基準等を策定 して汚染源か ら の 排出を直接規制する と共に,

技術開発や設備投資を促す補助金 , 税金 の 軽減等によ り
,
経済活動当た り の汚染排出の 比率を

改善して きた ｡ 公害問題が表面化 した6 0 年代
,
70 年代以降

, 直接規制を 中心 とした汚染抑制政
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策 を行 っ てきた成果 として , 硫黄酸化物を初め とした汚染物質の排出量は低下 した｡
1

技術的な

改善によ る汚染総量の 低下は顕著な成果を挙げ, 硫黄酸化物だけでは なく, 人体 に直接的な影

響を及ぼす酸性物質, 重金属等の 汚染抑制は ,

一

時期, 非常に好評価を受け, 日本 の環境政策

は成功したとされ て いた ( O E C D , 1 9 9 4) 0

と こ ろ が
,
こ の ような直接規制 , 排出基準を中心とした日本の 汚染抑制政策は ,

汚染総量の

抑制とい う点で は全く不十分で ある こ とが近年明らか にな っ て きた ｡ また
,
こ れ を効果的に管

理する為の 汚染者支払原則 (p oll u t e r P a y s P ri n ci p l e : P P P) に 従 っ た経済的手段の 導入もほ とん ど

実行されて い な い こ とが指摘されて い る｡ ( O E C D , 20 0 2)

また, 汚染総量の観点か らは ,
二 酸化炭素排出量 ( C O 2) の 増加 にま っ たく抑制効果が見 ら

れな い ｡ 1 9 9 0 年 に策定された ｢地球温暖化防止行動計画｣ で は ,
20 0 0 年以降の 二酸化炭素排出

量の1 99 0 年 レ ベ ル へ の安定化の 公約が あ っ たが ,
こ れ は完全に未達成に終わ っ た｡

ま た
,
19 9 7 年 の C O P 3 (京都議定書) で 決定され た 日本にお ける 削減目標は ,

20 08 年か ら

201 2 年 の 間に19 90 年比6 % の C O 2 削減であるが , 現時点では ,
そ の 排出量は依然と して増加

した状態で ある ｡

19 98 年 の実績で C O 2 排出量は1 9 9 0 年 に比 べ 5 . 6 % の 増加
,
2 0 0 1 年度には 同9 .

0 %
,
2 0 03 年度

には同8 . 3 % の 増加 とな っ て い る ｡
19 9 7 年 に開催され た気候変動枠組み条約第 3 回締約国会議

(c o p 3 ) に お い て採択された ｢ 京都議定書｣ にお い ては , 日本 の場合, 2 0 10 年頃まで に C O 2

排出量を1 99 0 年 レ ベ ルよ りも 6 % 削減する こ ととな っ て い る｡ しか し, 上記 の ような排出増 に

より排出量の 推移か らは達成できる見込み が低くな っ て い る｡ ( 環境省, 2 00 4)

また
,
環境基準が定め られて い る汚染物質の うち ,

近年, 状況が停滞ある い は悪化して い る

汚染は他に も多く存在し, 窒素酸化物, 浮遊粒子状物質, 光化学オキシダ ント等がそ の代表的

存在で ある ｡

窒素酸化物 (N O x ) の う ち 二酸化窒素 (N O 2) の 環境基準達成状況は ,
2 00 3 年 に は - 般環境

大気測定局で9 9 . 9 %
, 自動車排出ガス測定局で85 . 7 % と な っ て い る ｡ ただ し

,
自動車 N O x ･

p M 法 の 対策地域にお い て は , 自動車排出ガス測定局におい て7 6 . 4 % と
, 自動車交通量の 集中

した大都市圏を中心に高濃度汚染が続い て い る｡

二 酸化窒素汚染に対 して は ,
1 9 9 2 年 よ り埼玉県, 千葉県, 東京都, 神奈川県 ,

大阪府及び兵

庫県を ｢ 自動車か ら排出される窒素酸化物の特定地域にお ける総量の 削減等に関する特別措置

法｣ の 対象地域とする立法措置が と られ ,
2 00 1 年 よ り以下で述 べ る浮遊粒子状物質 ( P M ) ち

規制対象 とする改正 ｢ 自動車か ら排出され る窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総

量の 削減等に関する特別措置法｣ ( 通称, 自動車 N O x
･

P M 法) へ 変更され た (環境省
･ 国土交

1

自動車か らの 排出ガ ス の 濃度規制 (排 出基準) と して は1 9 6 6 年 よ りガ ソリ ン車 の 普通自動車及び 小 型 自動車

の
一

酸化炭素 (c o) 濃度規制が行政指導 と して 開始 し, 1 9 73 年 よ り大気汚染防止法 によ り 規制対象が拡大さ

れ た. 主 要な 規制内容 と して は
,
ガ ソリ ン車及び L P G 車 に関 して は C O , 炭化水素, 窒素酸化物が , デ ィ

ー

ゼ ル車 は こ れ らに 加えて 微粒子 p M (ディ ー ゼ ル 黒煙) に つ い て 基準が 設けられ て い る｡
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通省 ,
2 0 02) 0

改正 自動車 N O x
･

P M 法 に お い て は, 窒素酸化物の主要な排出源で ある移動排出源, 自動車

交通に つ い て , 改正前には なか っ た車種規制, 低公害車利用の促進等の措置が と られ たが
, 規

制対象地域における車両の登録制限には地域外か ら の流入が考慮されて おらず
,
物流全体の 自

動車依存の見直しな ど, 根本的な対策が欠けて い る ｡ そ して
,
交通需要対策として公共交通機

関の利便性を向上 させ る等の 具体的施策が伴 っ て い な い ｡

浮遊粒子状物質につ い て も近年, 汚染が慢性化 して きた ｡ 環境基準の達成率は
,
2 00 2 年 に は

一

般環境大気測定局で5 2 . 5 %
, 自動車排 出ガス測定局で3 4 . 3 % で あ っ たが

,
20 02 年 よ り浮遊粒

子状物質が 改正 自動車 N O x
･

P M 法 に よ る車種規制等の 直接規制の 対象とな っ た こ とを受け,

2 0 03 年 に は こ れ らの 数値はそれ ぞれ92 . 8 %
,
7 7 . 2 % とな っ た ｡

と り わけ汚染状況の悪い 東京都, 埼 玉県, 千葉県
,
神奈川県は

,
国 に先駆けてデ ィ

ー ゼル車

を主要な環境対策の 対象と定め , 使用中の 車両も対象と して
,
条例 によるデ ィ

ー ゼ ル車 の排出

規制の強化を2 00 3 年 に実施し
,
地域外か ら の流入 も含め

,
排出基準を満たさな い車両はディ

ー

ゼル排気微粒子除去フ ィ ルタ
ー

( D i e s e l P ar ti c u l a te F il te r : D P F) を つ ける ことを義務付けた .

な お
, 国 と地方自治体は これ らの 直接規制に伴い

,
P M 除去装置設置 へ の 補助金などの制度

を導入 して い る｡ 汚染発生者 へ の 経済的給付は
,
環境汚染の 防除費用 を汚染者 に支払わせ る

｢ 汚染者支払原則｣ に は反す るも の で あり
,
政策主体が こ の 分野 にお ける既得権益 に干渉する

こ と の 困難さを示して い る ｡

な お
, 大気汚染物質の うち, 光化学オキシダントに至 っ てはそ の 環境基準を達成する測定局

の 比率が近年, 継続的に全体の 1 % を割 っ て い る｡ 光化学ス モ ッ グに起因する咳き込み , 喉 の

痛み , 目の 痛み等は
,
大都市圏にお い て は日常的に経験する疾患となっ て い る｡

光化学オキシダ ントの 原因物質である炭化水素は
, 固定排出源 と移動排出源 (主に自動車)

によ り排出され る｡ こ れ ら の 排出規制値は徐々 に強化 されて きて い る ちの の , 抜本的対策は取

られて い な い
｡ 被害状況のデ ー タ も

,
自主的な届け出に基づい て数値化され て い る状況で ある｡

こ の ような総量につ いて の 汚染抑制失敗の 背景と して
, 総量規制と汚染削減の 為の経済的誘

引手段の整備が極めて不充分で ある こ とを挙げる こ とが出来る｡

窒素酸化物 をは じめ とする恒常的に排出され て い る汚染物質をゼロ にする こ とを環境政策の

目標 とする こ とは実質的に不可能で あるが
,
公共交通機関が発達 した都市部におい て も自動車

交通量が増加の
一

途 を辿り
, 汚染物質排出量の 比率の 改善を上 回る物量的増大によ り汚染が慢

性化 して い る状況は
,
汚染総量の 制御に関する抜本的な変革と して , 汚染発生を伴う経済活動

へ の環境税の 導入と
,
公共交通機関整備の あり方の 再検討を含む物流, 人流 の あり方の変革を

必要 として い る ｡

自動車交通量 (輸送量) は
, 貨物輸送 に限り近年の経済不況によ っ て低迷 して い るが

,
趨勢

的には増加 しつ つ ある｡

交通量総量が増加し続けて い る現状で は
, 個 々 の 車両の汚染排出レベルが下が り

,
また

,
環
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境基準が厳 しく なる と い う状況下にあ っ て も, 汚染総量は改善 しな い と い う自明な結果が 生じ

る こ とにな る｡ こ れ は
,
O E C D に よ る最近の 日本の 環境政策 レビ ュ ー ( O E C D

,
2 0 0 2) にお い

て も
,
主要な問題点として指摘されてお り , 表面的な環境効率の 上昇が汚染問題の解決につ な

が らな い とい う問題の
一

つ と して考え る こ とが 出来る｡

3 . 環境効率性 の向上 による環境問題の 解決 ? 簡単な条件分析

｢環境効率 : E c o - E ffi ci e n c y ｣ は
一

般的には環境負荷の 発生量当りの 経済活動等, 価値 の 産出

量比率と して捉え られて い る ｡ 環境白書 (平成1 6 年版) に は次 の よ うな記述が ある｡

『豊か さを維持 しなが ら
,
発生す る環境 へ の 負荷を減少させ る (環境効率性を高め る)

と ともに天然資源の 消費を削減する (資源生産性を高め る) こ とが
,
持続可能な社会を

実現させ る こ とに つ なが ります｡ 』

『日本の環境効率性は
,
排煙脱硝装置

,
脱硫装置の 設置台数及び処理能力の 増加によ り

N O 2
,
S O 2 で は 向上 しま した ｡

エ ネルギ ー

,
二 酸化炭素で は

,
近年

,
オ フ ィ ス 面積 の増

加などによ っ て
,
個別 の機器の エ ネルギ ー 効率 の 上昇によ る改善が相殺 され て い ます( 図

序
- 3 - 1 , 図序 - 3 - 2 ) ｡

一

方
,
資源生産性は高まり つ つ あり

,
天然資源の 消費が抑制

され環境 へ の 負荷が低減される社会は
,
徐 々 に近づ い て い る こ とがわか り ます』

上記の記述の うち第
一

の 部分は ,
環境効率とい う相対的な改善指標 と環境資源の 管理 を同

一

視する点で明らかな混同が見られる ｡ 第 二 の 部分 に関 しては
,
効率性改善が総量の汚染発生量

減少につ なが らな い こ とを認め つ つ も, 結論部分で ｢効率性の 改善｣ が ｢ 環境負荷の 低減｣ と

いう結果 をもた らす
,
とい う飛躍した表現が見 られ る｡

なぜ
,
効率性の 改善は環境負荷

,
と りわけそ の 総量の 削減に直結 しな い の か

,
こ れ は環境負

荷総量に関する簡単な影響因子の 分析によ っ て 明らか とな る｡

環境白書の 用例 に習い , 分母 に環境汚染量, ある い は 資源投入量 とな る ,
総環境資源投入

量 : E t を とり
, 分子 に経済活動量 : y T を と る比率を ｢ 環境効率性｣ とする. こ の と き ,

通例は

資源生産性 との 区別が存在する こ と と異な り, E t が 環境汚染量あるい は資源投入量で ある ,
紘

環境資源投入量で ある のは次の ような仮定に基づく ｡

通常
,
経済学で は生産過程の 投入要素に原材料, 労働力, 資本サ

ー ビス 等を考え
,
そ の対価

と して要素価格を想定する｡
一

方で
,
環境と経済の 関わ りを整理する と

,
生産過程 へ の 投入要

素は通常の 生産要素だけで なく ,
発生する エ ン トロ ピ ー を排出する地球環境全体の 働き も含め

る必要が ある こ とがわか る. E T を 環境資源の 総投入量と捉え ,
通常 の 資源投入 と環境負荷を集

計 して捉える の は ,
環境負荷の 吸収能力を環境資源の 総投入量の 中に含めて考え る こ とが 出来
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る か らである｡

も っ と も
, 自然環境に環境負荷の 吸収力がある こ とが

一

般的に環境汚染が可逆的で ある こ と

を保障しな い こ とは ,
よ り詳細な検討 を必要 とする｡

2

こ こ で
,
経済活動量 y, を 分母 にとり , 分子 に総環境資源投入量 (汚染排出量) E t を と る指

標を ｢ 逆環境効率性 : I n v e r s e E c o - E ff i ci e n c y J O t と定義する .
｢ 逆環境効率性｣ : p t は 以下 の 式

で表現 され る ｡

E
t

′
'

′ ~
丁

こ の 逆環境効率性は経済的活動水準 の増大比率が総環境資源投入量の 増大比率よ り も大きけ

れば
,
小 さ くな る性質 を持 っ て い る ｡ こ の式 を変形 し, 時間 の変化 による総環境資源投入 量

E t の 変化を計算する と,

些 A ･ y
t り E

･

盲

d Y
t

d t dt

と なる ｡

時間 の経過と共に環境基準の 強化 と技術進歩等により環境効率が 上昇すると仮定する と, 右

辺 の 二項 の うち第
一

項 は逆環境効率性 の変化を示 してお り, マ イナ ス となる｡ こ れ に対 し, 第

二項は逆環境効率性及び経済活動水準の 時間的変化を示し, 経済成長 を前提とすれば
,
プ ラス

となる
｡

従 っ て ,

一

般的に技術進歩に より環境効率性が適時的に改善を続ける として も
,
そ れ が総環

境資源投入量の 減少 に繋が り , 環境保全目標が達成され るとは言え なくな る｡ 経済活動水準の

増大が大きければ, 逆環境効率性の減少 (環境効率性の 改善) は容易に相殺され て しまう の で

ある｡

環境効率性概念は相対的指標で あるが ため に, 経済が物質的な投入要素を
一

定程度節約 し
,

すなわち比率を改善 しなが ら成長 してゆけば改善する性質をも っ て い る ｡ しか し
,
そ れ を も っ

て環境に対する総負荷の 減少 とみ なすこ とは完全な誤謬なので ある｡

環境汚染及び資源投入の 双 方を統合 した総環境資源投入量 を制御 し
,
地球環境 の エ ントロ

ピ ー

排出機構 に整合的な経済社会を構築するため には
!
相対的な効率性改善だけでは対策 とな

らず , 総量 の 管理を直接的に政策と して志向する必要がある｡

な お ,
こ の 間題は藤堂 (2 00 5 a) に お い て も他の 分野にお ける汚染制御の 問題と合わせ て検討

した｡

2

こ の 様な 地 球環境シ ス テ ム の 理 解 と
,
エ ン ト ロ ピ

ー 法則 の 適用 に よ る資源及 び 環境の 再定義 は槌 田 (198 2)

等 を参照さ れ た い ｡ ま た
,
経済学 にお け る位置づ け に 関して は 玉 野井 (20 0 2) がそ の 代表的な邦文文献で あ

る｡ さ ら に, こ の 様な エ ン ト ロ ピ ー 論 的な 環境理解 と経済学全般の 関係 に つ い て は藤堂 (20 0 6) 及び藤堂

(2 0 0 5 b) に よ る解説 を参照の こ と｡
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4 . 日本の 交通 ･ 運輸部門か らの C O 2 排出の 要因と環境効率

こ の 節で は
,
日本の 交通部門か ら の C O 2 排出に着目し, 前節 の 分析か ら得 られ た示唆を適

用する｡

ただし
,
本題に入る前に留意す べ き事が ある ｡ 環境汚染物質 として C O 2 を 最重視する こ と

には他の 毒性物質との 比較評価 の点か ら問題が ある と い う事で ある｡ 個別な物質 として の C O 2

の 毒性は きわめて低く , 生態系内において は植物の 光合成 を通 じた有機物生産 の必須材料で も

ある｡ 現在 の ように C O 2 増加 による温暖化
･

気候変動問題を地球環境問題の筆頭と して扱う

こ とには科学的な 異論も多く, 単純に前提 とする こ とは危うさを持 っ て い る｡

も っ と も
,
生態系にお ける活動が C O 2 を廃棄物と して放出する こ と, 現代 の 文明の 活動が

主に C O 2 排出 (及び N O x や S P M 等 の そ の他 の 大気汚染物質の排出) を伴う化石燃料の燃焼

によ っ て維持されて い る こ とを考 える と, C O 2 を 汚染排出量の 指標 とする こ とは大筋で は間

違 っ て い な い ｡ こ の場合に考慮す べ き こ とは , 多 く の汚染物質はそ の 除去及び予防を C O 2 の

発生を対価 として実施可能であるが , 放射性廃棄物の場合はそ の 無害化が事実上不可能で ある

ため
,
特別 の 考慮を必要 とするこ とで ある ｡

3

次 に, 本題である交通部門か ら の C O 2 排出の 要因に つ い て考察する｡ 国際公約と して京都

議定書に定め られた ,
2 00 8 年 - 2 0 10 年 に1 9 90 年比で マイナス 6 % の C O 2 排 出減少は日本の環境

政策の重要課題である｡

こ の 中で
,
日本 の C O 2 排出の 約 2 割を 占め る交通

･

運輸部門に関 して , 次 の ような分析が

な され て い る｡ 日本交通政策研究会 (2 0 0 4 年 , A- 3 5 4) の 報告書による と,

一 日 本 の 運輸部門は20 00 年度 には1 9 9 0 年度 の 2 1 % の C O 2 排 出増,

- そ の ま ま推移すれば20 10 年度に199 0 年比にして39 % の C O 2 排 出増

とな っ て い る ｡

とり わ け
,
自動車か ら の C O 2 排出増加は甚だしい ｡ 1 9 90 年 か ら2 00 1 年 にか けて の ガソリ ン

乗用車の エネルギ
ー 消費量 (

一

定 の比率をも っ て C O 2 排出量 と考える こ とが 出来る) の 推移

は以下の 通りで ある ｡

こ の間 の ガソリ ン乗用車の エ ネルギ
ー

消費量の 増加は4 9 . 3 % と して い る ｡ こ れ に つ い て
,
自

動車か ら の C O 2 排出対策 として , 日本自動車工業会で は次 の も の を想定 して い る ｡

- 1 . 単体対策

- 2 . 交通流対策

- 3 . 自動車物流対策

- 4 . モ ー ダル シ フ ト対策

これ ら の うち 1 - 3 は 自動車の 運輸部門における分担率には触れず , 環境効率性の 向上 によ

3

放射性廃棄物と原子力発電の 評価 に関 して は, 藤堂 (200 5 a) を参 照｡
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り排出量削減を目指す もの と考えられる ｡

これ らに即 して先は どのガソリン乗用車の エネルギ ー 消費量増加の 内訳を考察する と, 次 の

ようにな る｡

単体対策で あ るガソ リ ン乗用車の燃費は
,
- 6 .
8 %

,
そ れ に対 し, い わゆる R V 重 など, 大

型 の乗用車の 普及に伴う車両の 重量化は
,
+ 9 . 3 % とな っ て い る｡ 総合する と, 個別車両の環境

効率性 ( こ の 場合
,

｢ 燃費｣ 性能) の 向上 が重量の 増大 (大型車志向) によ り凌駕されたため ,

結果 として保有車平均燃費が2 . 4 % の エ ネルギ ー 消費量の 増加(市場に存在する車両の カタ ログ

上 の燃費の平均値で ある保有幸平均燃費では13 .
2 6 k m /1 か ら12 . 9 5 k m /1 へ と減少) とな っ た｡

こ れ を道路整備によ る走行速度な どの 向上 による走行環境の 要因で2 . 4 % の エ ネルギ
ー

消費

量の減少が打ち消 し
,
結果 として20 0 1 年度に199 0 年度比 で走行燃費 (走行距離 と実際に消費さ

れた燃料の 比率) で は9 .
5 5 k m /1 で 不変とな っ て い る｡

一

方 で
,
同報告書では走行量 (台 k m ) をプラス 49 . 2 % と して お り

,
こ れ には輸送量お よび自

動車保有台数の 増加が大きく影響して い る｡

表 4 . 1 : ガ ソ リン乗用車における C O 2 排出対策に関わる主要な指標の変化

単 位 19 9 0 年 20 0 1 年 変化率 ( % )

走 行 燃 費 k m /1 9
.
5 5 9 . 5 5 0 . 0

保有車平均燃費 k m /1 1 3
.
2 6 1 2 . 9 5 - 2 . 3

走 行 速 度 kT n n 1 3 0 . 6 3 1 . 6 3 . 3

平 均 重 量 Kg 1 , 1 7 9 1
,
2 7 1 7 . 8

燃 料 消 費 量 ke 3 2
,
8 9 7

,
1 9 7 5 2

,
8 0 3

,
0 7 4 6 0 . 5

出典 : 日 本交通政策研究会 (2 0 0 4)
, 表 3 - 4 及び国土 交通 省 (2 0 0 2) よ り 筆者作成

荏 : 走 行燃費は実際の 燃料消費 と走 行距離か ら 計算 され た もの で あ る｡ 保有幸 平均燃

費は保有 され て い る車両ス トッ ク に対 し
,
カ タ ロ グデ ー タ ( 10 , 1 5 モ ー ド) の 燃

費の 平均 を計算 した も の で あ る｡ なお
,
物流対策関連項目は割愛 した｡

表 4 .
1 か ら判断で きる こ とは

, 個別車両にお ける燃費改善にもかかわ らず
,
実際の走行燃費

は こ の 間に変化 して いな い こ と, 車両 の 重量化により保有車平均燃費は逆に落ちてお り
, 単体

対策で は全体と して C O 2 削減に対し否定的な影響が 出て い る こ とである｡
4

走行燃費そ の も の は
,
走行速度の 改善が保有車平均燃費の悪化を埋め合わ せたた め

一

定 であ

るが
,
そ の 効果を大幅に超え る走行量の増大が , 結果 として燃料消費量 も大きく増加させ

,
全

4

こ の 論点は , 環境自治体会議環境政策研究所 の 上 岡直見 主任研究員に指摘い た だい た ｡ な お , 日本交通 政

策研究会(20 0 4) の 本文で は , 単体対策は成果 を挙げて い る と結論づけ られて い る が
, 交通 流対策 と合わせ た

走行燃費です ら改善 して い な い ｡ こ の 遠い は, 同報告書が限界的な対策効果を強調す るた め199 7 年度で 区切
り を い れ て い る こ と によ る も の で あ り

, 長期的 な趨勢を重視 して本論 で は 区切 り を入 れ ず に考察 しな お した ｡
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体の C O 2 排出量を増大 させて い る の で ある｡

表 4 . 2 : 主 要な交通手段の運輸部門における輸送分担率の変化

主要な交通手段の運輸

部門 におけ る分担率

( 人 ×k m , t X k m )

1 9 9 0 2 0 0 1 変化率 ( % )

旅 客

自家用乗用車 56 . 1 6 0 . 1 7 . 1

バ ス 8 . 5 6 . 1 - 2 8 .
2

鉄 道 29 . 7 2 7 . 0 - 9 . 1

貨 物

ト ラ ッ ク 50 , 2 5 3 .8 7 . 2

鉄 道 5 . 0 3 . 8 - 2 4 . 0

海 運 44 . 7 4 2 , 2 5 . 6

出典 : 日本交通政策研究会(2 0 0 4) , 表3 - 4 を元に 筆者作成

4 1

さ ら に
, 対策別の 成果指標の評価で見て も, 輸送量機関分担率では旅客 にお い てバ ス 鉄道 の

比率が引き続き低落 し, 自家用乗用車が増加 , 貨物にお い て も貨物自動車が 増加して い るo モ
ー

ダル シ フ トは確た る成果も実施手段も暖味なま ま今日に至 っ て い る｡ 表 4 .
2 の 交通手段の 輸送

分担率か らは深刻な公共交通機関の 衰退が見て取れ ,
モ

ー ダ ル シ フ トとは逆行する結果 とな っ

て い る
｡

こ の よ うに
, 昨今賞賛されて い る ｢ エ コ カ

ー

｣ や ｢ グリ ー ン税制適合車｣ 等 の個別対策だけ

では
,
現実 には排出総量の 問題は解決で きて いな い こ とが明らか である｡

こ のため , 自動車交通に伴う外部不経済性 へ の コ ス ト負担導入 (環境税や類似の 税制) を柱

とした経済的誘因の 導入, 公共交通機関建設, 運営 へ の公的負担の 拡大 と財源の 確保等 の抜本

的見直 しが必要 となる｡ こ の こ とは次に見 る E S T の 政策立案プロセ ス におい て も重要な意味

を持 っ て い る｡

5 . 持続可能な交通の ための 政策決定プロ セ ス

E S T (E n vi r o n m e n t ally S u s t ai n a b l e T r a n s p o rt) とは
｢ 環境的に持続可能な交通｣ の こ とで あ

り ,
O E C D に よ る E S T プ ロ ジ ェ ク トは

,
そ の実現に向けた施策立案

,
勧告

,
実施 の プ ロセ ス

である｡

な お ,
E S T は そ の 初期段階にお い て次の よ うに定義された ｡

｢公衆 の 健康また は生態系を危険に晒さな い 交通 で あり ,
次 の条件を満た しつ つ

,
移動 の 必

要性を満たす もの : ( a) 更新性資源 をそ の再生産量よ り も低 い 割合で使用する も の , そ し て

(b) 枯渇性資源は ,
そ の 更新性 の 代替物が 開発 され る割合よ り 低 い 割合で利 用する も の｣
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(O E C D
,
2 0 0 2 a

, 筆者訳)

E S T プ ロ ジ ェ ク トは
,
そ の 特徴 として

"

B a c k C a s ti n g
"

( 目標 と予測 との 帝離か ら必要な施策

を立案する とい う意味) な構造を持つ ｡

E S T プ ロ ジ ェ ク トが特徴 とする
"

B a c k C a s ti n g
"

とは具体的にどの ようなプロセス を指すだ

ろうか ｡ 通常 の 意思決定にお い ては , 現状を まず観測 し
,
そ こ か ら傾向及び将来予測 を行う,

多く の 場合, そ こ で行われ る の は対策で あり , 現状 の 改善である ｡

E S T で は逆に
,
望む べ き結果を構想 し, そ れ と現状か ら大きな変更な しに推移 した場合の

未来予測 ( B A U : B u si n e s s A s U s u al シ ナリオ) と の帝離を埋める べ く施策の 具体案 を構想す

る ｡ E S T プ ロ ジ ェ ク トは以下の ような段階を経て実行され てお り
,
E S T ガイ ドライ ンは既

に O E C D 加盟各国に提示され て い る ｡

P h a s e l : 関係諸国における関連する活動の集約と
,
E S T の 定義｡

P h a s e 2 : 現在 の トレン ドと2 03 0 年 の E S T に お ける目標の 違い を抽出する ｡ 現在 の トレンド

が続い た場合の 予想を B A U シナリオと し, ( 複数 の) E S T シナ リオ と比較 ｡

P h a s e 3 : E S T シ ナリオの 実現に必要な施策体系の 特定｡ 施策体系の経済
･

社会的な影響の

分析｡

p h a s e 4 : E S T 政策基準の提案 ｡

こ の ような E S T の 政策構築手法の特徴は従来型の 政策と大きく異なる ｡

従来 の 政策思考パタ
ー ン と E S T の 違 い を示すため

,
通常 の政策決定プロセ ス を ( C 1 - C

4 ) , E S T の 政策決定プロ セ ス を ( E l - E 4 ) で 示すと次の よ うにな る｡

C 1 . 現在 の交通活動か ら生じる問題を現在傾向の 延長から推量する

C 2 . 常 に現在のイ ン フ ラの 改善
,
技術 の 改善

,
ル ー ト変更 により対処｡

C 3 . 交通活動の 増大が 2 の 対策を相殺 し
,
C l の ス テ ッ プを繰り返す｡

C 4 . C 2 の ス テ ップを繰り返し
,
延 々 と循環する ｡

E l . E S T シナ リオ の策定 (量的及び長期視点)

E 2 . 慣習的な手法で
,
目標 とど の よ うな違い が生 じるか測定す る｡

E 3 . B A U シナリオか ら E S T シ ナ リ オへ 移行 をする施策を行 い , 結果によ り再検討を行う｡

E 4 . E S T の 量的目標を達成するため修正 を行 っ てゆく ｡

E S T の 具体的シナリオにおける数量目標等に つ い ては こ こ で は割愛するが , 従来 の 自動車

の 環境効率改善に頼 っ た施策につ いて は
,
厳 しい 評価がな されて い る｡ また, 交通手段は単な

る乗り物の 選択では なく , 可能な限り全て の 人に平等で自由な移動 の権利, 交通アクセ ス の 機
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会 を与え る必要が ある点か ら ,
公共交通機関の 再整備な どが強く必要とされて い る｡

5

自動車交通の 増大を放置 し, 技術開発に解決を託す事は , 産業及び自動車利用 に依存した市

民生活の 現状維持策で しか ない ｡ 交通量総量の 伸びを制御 し, 結果 として の汚染総量 も抑制す

る こ と
,
ま た移動の権利 (｢ 交通権｣) の 平等な保障を伴う , 環境及び地域社会に と っ て持続可

能な交通を構築する こ と, そ の た め の 具体策を特定 し実施 して ゆく こ とが必要 とされ て い る｡

6 . 環境効率と環境資源管理制度 : 政策論の統合

この 節では , 我 々 は政策手段の統合的な分析を行う｡ 政策手段 として の 課税や ,
拡大生産者

責任な ど の 環境政策の 原則は ,

｢ 環境資源管理制度｣ を具現化する手段で あり, 適切な資源管理

制度によ っ て初めて ,
地球上で の エ ントロ ピ

ー

排出シ ス テム に即した形で我々 の 社会の 物質的

持続可能性が保たれるの で ある｡

槌 田 (19 82) が指摘 した ように ,
生命活動や 人間社会の 活動 を含む全て の物理的事象は エ ン

トロピ
ー

法則に従い ,
活動による エ ントロ ピ

ー

増大は, 物質的エ ントロピ
ー あ る い は熱的 エ ン

トロ ピ ー

の 形で特定の 系の 外部に排出される こ とによ っ て , 系内部の 定常状態 を保 っ て い る ｡

こ れ ら の 活動の 外枠である地球環境シス テム にお い ては , 系の 外部 へ 廃熱の エ ン トロ ピ
ー を

排出して い る物質的には 閉じた系で あるた め ,
こ の シス テム 内で の 持続可能な活動の条件は ,

自然 の 循環が最終的に廃熱 の エ ントロ ピ
ー で排出で き るよ う に循環に合致した形で エ ン ト ロ

ピ ー を排 出する こ とであ る｡

こ こ で重要な点は ,
地球 の 物質的 ･ 熱的な エ ン ト ロ ピ

ー

排出システム は空気
･

水の 循環 ,
坐

態系の 循環作用により維持されてお り ,

一

定 の 容量を超えた人為的な物質 , 熱 の エ ント ロピ
ー

排出は こ れ ら の システム を阻害し, 破壊する こ とによ り, 自 らも持続不可能で ある と い う こ と

であるo
6

地球環境シス テム の保全にと っ て ,
本来

,
人為的な厚生の指標で ある経済活動水準 とそれ に

対する環境負荷の 比率は本質的な意味を持たな い ｡
｢ 環境効率性｣ の 概念は ,

そ の 限定的な意味

に も関わ らず環境保全の 指標 として用い られ がちで あり , 環境保全に関する政策論議 を誤 っ た

方向に導く可能性を持 っ て い るため ,
十分な留意が必要で ある ｡

7

そ れ で は
,
地球環境 シス テムある い は地域の 生態系や空気や水の循環に と っ て , 本質的意味

を持つ , 絶対量と して の総環境資源投入量 (活動か ら発生する エ ン トロ ピ
ー

の 排出先となる環

境の 消費量) , は い か なる環境施策により管理され る べ きだろうか ｡

5
こ の よ うな 交通に関す る必要性の 充足 を ｢交通 権｣ と して , そ れ を保障する こ とが求め られ て い る｡ 日本 に

お け る実現方策や定義 につ い て は交通 権学会 (19 9 9) 参照｡
6

た だし, 物質的 ･ 熱的エ ン トロ ピ ー 排 出を担う自然 の 循環 に対 し, 人 間活動が積極的に拡大方向に働 きか け

る こ と は可 能で あ る｡ 槌 田 (19 9 2) を参照｡
7
2 00 6 年現在, 多く の メ ー カ ー の 広報 に は環境効率性 と類似の 概念が多用 され て い る0
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既に環境を何 らか の共有的資源
,
ある い は社会的共通資本

8

とみな し
, そ の管理に有効な制

度につ い て考察 した研究は多々 ある｡ な か で も環境を兵有管理財産としてみ なし, 使用権と同

時に適切な管理責任を想定する環境資源 の共有管理制度
9

は
, 環境政策の 諸原則や課税な どの

経済的手法と も整合的 であり, も っ と も説得的である｡
1 0

共有管理制度は共有資源の使用者に対 し平等に使用ル ー ル と管理義務を課 し, 無秩序な使用

を禁 じる も の である｡ こ の ような基準か らは環境政策の実施手段として の環境税は , 使用料金

の 徴収 と, 総使用量の管理とい う 二 つ の 側面か ら好ま しい 性質を持 っ て い る こ とが分か る.
一

方で経済的手段 として環境税に対比され る補助金は
,
実施費用の 最小化と い う効率性基準は満

たすもの の
, 先占的な使用を行 っ て い る使用者に仮想的な権利を与えて い る と言う点で , 共有

資源の管理制度 として は欠陥を抱え て い る｡ こ れ は ｢ グラ ンドフ ァザリ ング｣ を伴う排出権取

引に関 して も同様である ｡

ま た
,
O E C D が 定式化 した環境政策 の原則で ある ｢ 汚染者支払原則 ( p o ll u t e r P a y s P ri n cip l e :

P P P) ｣ ( 従来 の訳語は ｢ 汚染者負担原則｣) は
,
こ の よ うな環境資源の 共有管理制度の 観点か ら

も評価でき る.
jl

経済学 にお ける環境問題 の ｢ 解決｣ は ｢ 外部不経済の 内部化｣ と して分析 され る｡ そ の 際 の

汚染防除費用の負担に関して
,

｢ 汚染者支払原則｣ は , 汚染 の 防除, 及び現状の 回復に係る費用

につ いて は
, 基本的に汚染を出して い る経済主体が支払う こ とを定めて い る原則で ある ｡

ただ し, こ れ は汚染者が費用を支払う とい う こ としか意味しておらず
,
供給と需要の 相互関

係次第で は , 供給側の 汚染者が需要側の 消費者に実質的負担 を転嫁する こ と も可能である ｡

1 2

こ こ で留意して おかな ければな らな い点は
,
｢ 外部性の 内部化｣ 過程は本質的に静学的(s t a ti c)

で あり, 変化 の 方向性や集合的
, 長期的事象として の 特性 までは考慮 して い な い こ とである｡

補助金は課税 と同じ限界的汚染抑制効果を持つ が , 産業規模拡大の効果によ り
,
長期的に環境

負荷の 高い産業を拡大させ る効果も持つ ｡ こ の こ とは
, 税が財源確保, 長期的技術開発の誘因

(動学的効率性) を備え て い る こ と とあわせて
, 環境資源の 管理に際して

,
環境税の 採用を優

先させ る べ き理由で ある ｡

外部性の発生過程の 方向性
,
とは本質的に不可逆な エ ン トロ ピ

ー

発生を伴 う事象の 物理的特

性の こ と
,
つ ま り生産

,
消費

,
廃棄 の 各段階を経て汚染の エ ントロピ

ー

が 増大 し
,
また それ を

回収するた め の 資源投入の 必要量が増大する こ とである｡

8

宇沢弘文の 定義 によ る ｢社会的共通資本｣ には 自然環境 も含まれ る0
9

共有管理財産 と して環境 を捉え , そ の 利用原則を考察 した研究 は B r o m l e y (1 9 9 1) に よ る ｡
10

共有管理財産 (あ る い は コ モ ンズ) の 研究は 自然資源管理 の 歴 史的管理 手法 に関する実証研究が多い が , 本

来, こ れ ら の 管理 に 関す る制度的特質 の 重要性は歴史考証に の み 限定 され る もの で は な い ｡ 環境資源の 共有
管理制度 と環境政策 の 基礎的関係に つ い て は t o n d o n (1 9 9 8) 等で 分析 した｡

11

こ の 原則 は, 汚染防除 へ の 補助金 支給が, 国 際貿易上 の 障壁 と化す こ と を避け る為に O E C D (19 72 , 19 7 4 a ,
1 9 7 4 b) が 導入 した も の で あ る｡

工2

細田 (19 9 9) は O E C D の 定義す る P P P を従来の ｢汚染者負担原則｣ とい う訳 語か ら ｢汚染者支払原則｣ に変
え

,
か つ 外部不 経済 を内部化する事前の 費用補正 に適用す る もの と して, 限定的に用 い る必 要 を説い て い る｡
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例 えば
,

一 旦
,
利用され散逸 した状態で放置され た製品か ら利用可能な資源 を取り出す こ と

は
,
当初よ り再利用を目指すシステムで管理された製品よ り の 資源回収より も, よ り困難 ,

か

つ 資源浪費的な行為となる ｡

13

こ の 意味で単に汚染発生の責任者に費用支払い を求め る の でなく , 製品 の ライフ サイクル の

上流
,
製造者 に管理責任を求め る ｢ 拡大生産者責任: E x t e n d e d P r o d u c e r R e s p o n sib ility : E P R ｣ は ,

汚染者支払い原則の 目指す費用負担基準の 統
一

化 ( p p p 原則制定の 発端) と, 付随的な ,
汚染

管理上有益な特性 ( 生産規模の 抑制効果 , 動学的効率性) をより有効 に機能 させ るため の拡張

と考える こ とがで きる｡
1 4

ま た, 責任 の 所在を費用支払い と結び付ける こ とは妥当で ある の で ,

E P R の 特徴は ｢ 生産者支払い原則｣ と考 える事も出来 るで あろう｡

こ の よ う に, 汚染者 ･ 生産者に支払い , あ る い は責任を求める環境政策の諸原則 ( p p p あ る

い は E P R) は
,
環境資源 を有効に管理するため に資源使用者に

一 定 の ル ー ル遵守 と負担を求め

る共有管理制度 の特性 と整合的で あり ,
こ れ ら原則を具体的に実行する形態 とな りうる環境税

は
,
汚染を発生させ る経済活動の 総量に対 して抑制的な性質 を持つ ｡ こ れ は ,

経済活動総量の

増加が環境効率性向上 によ る効果を打ち消 し, 総環境資源投入量が増大 して い る現状に対 して

も有効で ある と考える こ とが出来る｡

な お
,
こ れ ら の基本的考察を踏まえ , 今後 , 環境税 の実施内容や期待される成果 , 障害ある

い は問題点につ い て
,
交通部門をは じめ とする具体的事例に即した分析, 考察を行う こ とを予

定 して い る｡

7 . 結 論

本稿では ,
近年 の 日本にお ける大気環境汚染の 現況 と, と り わけ自動車交通か ら発生する汚

染の実情 を踏まえ
,
環境効率性: E c o - E ffi ci e n c y の 向上 で環境保全は達成 され る の か ,

こ の 当然

とも思え る疑問を検証 した ｡ 環境効率性な らびに逆環境効率性 , 総環境資源投入量の 時間変化

の式展開か ら
,
理論的考察を行 っ た後, 運輸部門にお ける自動車交通量の 増大 に焦点を当て ,

効率性向上 と総量汚染の 増大の 傾向を再検討 した ｡

結果, 環境効率性の 向上 だけでは総環境資源投入量は減少しな い と の直観的考察が支持され

る と共に
,
こ の よ うな現状を打破するために必要な施策体系として , 環境資源の管理制度 とし

て環境政策の 原則および実施手段を評価して い く必要性が示され た｡

なお
,
筆者は今後

,
事例分析にお ける数量的特定化を含む環境税の 具体策の 検討な ど, よ り

実際的な考察 へ と展開する こ とを予定して い る｡

1 3
N . ジ ョ

-

ジ ェ ス ク ･ レ
- ゲ ンは こ の よ うな 物質の 不 可逆的散逸 の 法則性を ｢熱学第 4 法則｣ と呼ん だ｡

1 4

藤堂 (20 0 5 a) に お け る分析を参照 ｡
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